
　    事例紹介
国内の大手企業と共同研究を進めている中小企業の方が、その研究によって生み出された製品を使って海外で事業をする際に、どのよう
に知的財産を権利化すればいいかと相談に来られました。まずは、「共同研究といえども自社で開発したものは自社だけの権利として国
内外でガードすること」、「ノウハウは極力開示しないこと」、「開示する場合でも秘密保持契約をしっかり交わした上で開示すること」、

「共同で開発したものは共同研究をしている企業とよく話し合い、権利の取り扱いについて契約を交わしておくこと」などのアドバイス
をしました。現在、相手企業とも話し合いをして、出願の準備をしているところだそうです。

　材料技術グループでは、以下の装置や試験機を保有しています。
①ガスクロマトグラフ質量分析計、蛍光Ｘ線分析装置などの分析装置
②動的粘弾性試験機、強度試験機などの力学物性試験機
③溶融粘度測定装置、混練性評価試験装置などの高分子材料の成形性試験機
　今回は、蛍光材料の特性解析を目的に新たに導入した、絶対PL量子収率測定装置についてご紹介します。
蛍光材料は、太陽電池、生体イメージング、照明、ディスプレイなどの分野では欠かせない材料となっています。

絶対PL量子収率測定装置/
C9920-02G

材料技術グループ

概　要

活用事例

　絶対PL量子収率測定装置/C9920-02G（浜松ホト

ニクス株式会社製）は、蛍光材料の蛍光量子収率を測定

する装置です。蛍光量子収率とは、試料が吸収した光子

数と発光した光子数の比を表したものです。蛍光量子

収率測定法には、相対法と絶対法があります。本装置で

は、試料の励起波長ごとの吸光フォトン数と発光の

フォトン数を直接測定する絶対法を採用しています。

そのため、標準試料の調整をすることなく、簡便かつ正

確に量子収率の測定ができます。励起波長も250～

950nmの範囲で自動制御でき、計測波長も300～

950nmの広い範囲で測定できます。

　蛍光材料の品質管理や新たに開発した蛍光材料の性

能評価などにご利用いただけます。計測可能な試料の

状態は、固体、液体、分散液、薄膜など、さまざまな形状

の試料に対応しています。自動制御の励起光源ユニッ

トを搭載していますので、蛍光特性の励起波長依存性

も全自動で測定が可能です。励起波長ごとに蛍光量子

収率と発光スペクトルが測定できますので、未知試料

の測定も簡単に行うことができます。本装置は、依頼試

験や機器利用などでご利用いただけます。なお、機器利

用にあたっては、測定原理と操作方法をマスターして

いただくための簡単な講習を受けていただく必要があ

ります。

仕 様

絶対PL量子収率測定装置の外観

固体試料用シャーレ(右)と試料用ホルダ(左)

知的財産を権利化し、
国際市場で自社製品を守りましょう

　 中小企業も模倣被害に遭う時代

　現在、中国を中心に模倣品が数多く出回っ

ています。以前は、大企業が被害に遭うケース

が多かったのですが、最近では、中小企業が活

躍するニッチな市場でも、複製品といわれる

デッドコピーが出回っています。こうした模

倣品に対抗するには、知的財産の力でガード

を固めるしかありません。しかし、中小企業に

は、まだまだその認識が浸透していません。グ

ローバル化が進む現代では、企業の規模に関

わらず、知的財産の国際的な戦略が求められ

ています。

　
　 知的財産の5人の侍を活用

　私は常々、知的財産には、特許・実用新案、商

標、意匠、著作権、ノウハウの5人の侍がいる

と話しています。この5人すべてがいる必要

はありませんが、自社にはどの侍がいるのか、

その侍をどう活用すれば大切な財産を守れる

のかを知る必要があります。特許・実用新案の

権利化についての相談は多いですが、見落と

されがちなのが商標権です。商標とは、商品や

サービスに使用するための名称や図形で、い

わば商品の看板のようなものです。実は、中国

などで一番狙われているのが、商標権です。商

品名を他者に登録されてしまうと、苦労して

つくりあげた財産を奪われてしまうことにな

ります。また、ユニークなデザインを保護する

意匠権も忘れてはいけません。模倣品対策で

即効性があるのは、商標権や意匠権です。ホー

ムページなどでの宣伝内容や製品説明書など

を守る著作権も重要です。特許だけでなく、こ

れらの商品の独自性を守る5人の侍を大切に

しましょう。

　 グローバル化時代に求められる
　 知財経営

　中国以外の国でも模倣品が横行していま

す。模倣する国で直接ビジネスをしなければ

安心、というわけではありません。模倣品は、

世界各地へ輸出されているのです。経済がグ

ローバル化する現代では、国内だけでなく、世

界各地で自社商品を模倣させないように国際

的な知財経営の観点が必要になっています。

MTEPでは、それぞれの企業で知的財産の5

人の侍をどのように活用したらいいのかを一

緒に検討していきたいと考えています。

生島 博 専門相談員
いく　　しま　　　ひろし

プロフィール
東京都知的財産総合センター所長歴任。
現在、東京理科大学大学院 イノベーショ
ン研究科 知財戦略専攻 非常勤講師、日
本知的財産協会技術者リーダーのための
知財講師。知財（特許、実用新案、意匠、商
標、著作権、ノウハウ等）に関する出願か
ら権利化、調査、管理、契約、経営戦略に関
する全般的な相談対応している。
著書：「中小企業経営者のための知的財産
戦略マニュアル」（東京都知的財産総合セ
ンター発行）

【中小企業の皆さんへ】
　それぞれの企業には、その企業独自の技術や製品があります。他社情報をしっかり把握した上で、独自技術や
新製品を守るために備えるのが知的財産です。そして、知的財産の5人の侍のうち、どの侍をどの国で使えばうま
くビジネスを展開していけるのかを考えるのが知財経営です。中小企業では、トップである社長が知財経営をき
ちんと認識する必要があります。そうすれば、経営方針やビジネス展開もより強いものに変わっていくことで
しょう。都産技研は、MTEPだけでなく、研究、技術、試験など、さまざまな分野の支援部隊がそろっており、総合
的な連携支援ができる体制が整っています。現在の製品に対する海外事業展開の支援はもちろんのこと、将来生
まれるであろう新製品の構築、販路開拓までも視野に入れて、活用していただければと思います。

  ……………………………………………………………………………………

水曜日担当
専門：知的財産全般

中小企業の海外展開を強力にバックアップする「広域首都圏輸出製品技術支援 センター（MTEP）」。
ここではMTEPの専門相談員が、よくある質問やサポート内容、海外展開のコツをご紹介します。

MTEP 専門相談員紹介

世界に勝つものづくりのコツ 第3回

PL計測波長範囲

励起波長

試料セルのサイズ

300～950nm 
　PMA-12 
　マルチチャンネル分光器を使用

内径φ15×高さ3mm

（　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　   ）
250～950nm
　光源：150wキセノン光源
　バンド幅：約2～5nm
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